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令和元年 決算特別委員会（部審査） 開催状況
開催年月日 令和元年１１月１２日

質 問 者 日本共産党 宮川 潤 委員

担 当 部 課 総合政策部交通政策局交通企画課

総合政策部地域行政局市町村課

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

三 地域交通の確保と地域振興等について

（一）ＪＲ北海道設立以降の廃線路線の状況につい

て 【鉄道交通担当課長】

国鉄からＪＲに経営が移管されて以来、本道では鉄路 廃止路線の状況についてでありますが、昭和６２年４

の廃線が相次いで行われてきました。まず、廃線となった 月のＪＲ北海道の発足以降、道内で廃線となった路線

路線数とその延長距離を明らかにしてください。 は、１２路線１４線区、８３６．２キロメートルとなってござい

ます。

（二）廃線後の沿線自治体の人口減少について 【鉄道交通担当課長】

国鉄からＪＲに経営移管されて以降、鉄路が廃線となっ 廃線後の沿線自治体の人口の推移についてでありま

た沿線自治体の人口減少はどのようになっていますか。 すが、１４線区の４０市町村について、それぞれ廃線の

例えば、１９８９年廃線の池北線、１９９５年廃線の深名線 年と平成３１年の人口を総務省公表の住民基本台帳人

における人口増減率を管内との比較で明らかにしてくだ 口で比較しますと２０万７千９０人の減少となってござい

さい。 ます。

また、人口増減率については、平成元年に廃線され

た池北線では、沿線自治体を含めた関係振興局管内

で１３．７パーセントの減少に対し、沿線自治体は１７．５

パーセントの減少。

平成７年に廃線された深名線では、沿線自治体を含

めた関係振興局管内で１８．３パーセントの減少に対し、

沿線自治体は２３．９パーセントの減少となってございま

す。

池北線の沿線では１７．５パーセント減少、振興局管内

は１３．７パーセントですから、より沿線は大きくなっていま

す。深名線では沿線自治体は２３．９パーセントの人口減

少で、振興局管内では１８．３パーセントということでありま

した。池北線と深名線を挙げたのは沿線市町村の数が

多いということで例に挙げました。沿線自治体の人口減

少は管内全体よりも大きなものとなっています。人口減少

の要因は地域の産業の衰退や医療、教育、公的機関の

存在など様々な要因があるにせよ、交通機関の利便性

は住民生活の基盤となるということもあり、大変大きな要

素であることを改めて指摘をしておきます。

（三）鉄路廃止後の代替交通の確保について 【交通企画課長】

廃止となった路線では代替バスが運行されていますけ 地域交通の確保についてでございますが、平成２６

れども、２０１５年に廃線となった江差線の木古内から江 年５月に廃止されたＪＲ江差線の木古内・江差間は、最

差間と、２０１６年廃線となった留萌線の留萌、増毛間は 終のダイヤでは１日６往復運行しており、 また、２８年１

どのように運行していますか、明らかにしてください。 ２月に廃止されたＪＲ留萌線の留萌・増毛間は、１日６往

復半の運行となっており、乗合バスも９往復運行してい

たところでございます。

鉄道が廃止された後、木古内・江差間では、現在乗

合バスが１日６往復の運行、また、留萌・増毛間では１

日９往復の運行に加え、早朝と夜の遅い時間帯に増毛

町がデマンド交通を導入するなど、地域住民の生活に

支障が生じないよう、移動手段を確保しております。
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木古内、江差間は１日６往復、留萌、増毛間では９往

復これは、ＪＲがあった時もなくなってからも同じ数で、私

は、減っていないということがせめてもの救いと言えば救

いだけれども、しかしＪＲが無くなった分、不便になったと

いうことであって、代替という役割を果たすのであれば、

幾分でも、増えてこそ代替機能を果たしたと言うことにな

るんですけれども、増えていない同じということでは、私は

代替機能とは言えないというふうに思います。

ＪＲ運行時から、廃線後も同じ便数で住民は不便にな

ったと、いうことで、懸念されるのは今後のバスの減便や

廃止と言うことになります。

広尾町では、地域間幹線系統確保維持費補助金交

付以外の赤字分を沿線自治体の走行距離に応じて負担

しておりますが、広尾町の負担額は、今年度約２，６６９万

円が見込まれているとのことであります。

道には、バス路線を守る姿勢と市町村への支援が求

められているということについて指摘をしておきます。

（四）バス運転手の状況について 【交通企画課長】

北海道における乗合バス運転手に不足状況を明らか バス運転手の状況についてでございますが、道が、

にしてください。また、運転手の年齢構成も合わせてお 道内の乗合バス事業の現状を把握し、運転手確保の取

示しください。 組を行う上での課題等を整理するため、平成２９年７月

に主な乗合バス事業者を対象に調査をした結果では、

約７割の乗合バス事業者で運転手が不足しているとの

回答がありました。

また、乗合バス運転手の年齢構成は、２０代は２．２パ

ーセント、３０代は１３．３パーセント、４０代は３５パーセ

ント、５０代は３８．２パーセント、６０代以上は１１．３パー

セントとなっており、５０歳以上の運転手が全体の４９．５

パーセントを占めております。

７割のバス事業者で運転手が不足して、５０歳以上の

運転手は全体の４９パーセントということで、高齢化も進

んでいると思います。

（五）バス運転手確保の取り組みについて 【交通企画課長】

道は、バス運転手確保に向けた取り組みを２０１７年度 バス運転手確保に向けた取組についてでございます

から実施していると承知しておりますが、事業の決算内 が、バス運転手確保を含む乗合バス活性化戦略事業

容とその取組内容、運転手の採用数について伺います。 の決算額は、平成２９年度は７００万円、３０年度は６００

万円となっており、道が、２９年度に「乗合バス活性化戦

略会議」設置した以降、運転手確保対策として、事業者

を対象に若手運転手育成プログラムの作成や女性と若

年層の運転手確保に向けたセミナーを開催したほか、

バス運転体験と就職相談会をセットにした取組には、７

３名が参加し、そのうち９名が採用されたところでござい

ます。

また、３０年度からは就職相談会の取組を道内５カ所

に拡大し、２９、３０年度合計で参加者４０１名中、３４名

が採用となっております。

運転手確保に関わる決算額が７００万円、６００万円と

いうことでありますから、もっと力を入れるべきではないの

かというふうに思います。
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（六）バス運転手の就労条件等について 【交通企画課長】

バス運転手は、拘束時間が長時間に及ぶことに加え、 バス運転手の就労環境の整備についてでございます

賃金が低いという現状にあります。運転手確保に向けて が、本道において、人口減少と高齢化により労働力人

も就労条件の改善は非常に重要であります。道として、こ 口の減少が進む中、バス業界においても、これまでの

うしたバス運転手の就労条件を改善し、バス運転手の確 運転手確保策だけでは人材確保や職場定着が難しく

保につなげるため、どのような取り組みを実施しているの なってきており、就労環境の整備が不可欠となっており

か伺います。 ます。

このため、道では、バス事業者を対象にバス業界を

専門とする人事・労務のコンサルタントを招き、運転手

の就労環境の整備に関するセミナーを開催するととも

に、国のキャリアアップ助成金や人材開発支援助成金

などの各種支援プログラムを紹介するなど、運転手の就

労環境の改善を促しております。

沖縄県では、９月の定例会で路線バス運転手の確保

緊急支援事業として、予算も補正で提案しているそうで

すから、是非、先行事例として参考にしていただきたいと

いうふうに思います。

（七）沿線協議会等への情報提供について 【交通政策局次長】

鉄路の沿線協議会では持続可能な交通ネットワーク 沿線協議会への情報提供についてでございますが、

に向けた議論が行われていますけれども、バス運転手の 道では、交通政策総合指針に基づきまして、地域の皆様

不足により、代替バスの運行自体も厳しい状況にあると とともに、各地域の実情や線区の特性を踏まえながら、地

いう認識をお持ちですか。道は沿線自治体に、こういっ 域の将来を見据えた最適な公共交通のあり方につい

たことを情報提供すべきだと考えますけれどもいかがで て、検討・協議を進めており、地域の検討の場におきまし

すか。 ては、バス事業者も同席する中で、ルートの検討や運行

コストなどの課題について、地元の自治体に対し情報の

提供を行っているところでございます。

また、道といたしましては、地域交通の確保のため、

各振興局ごとにバス事業者や市町村等で構成いたしま

す生活交通確保対策協議会におきまして、バス運転手

不足の状況などについて説明いたしますとともに、各市

町村におきましては、広報誌やホームページなどを活

用いたしまして運転手の確保に向けた取組を進めてい

るところでございます。

（八）鉄路存続と新たな支援体制の構築について 【総合政策部長兼交通企画監】

第２回定例会で「北海道における持続的な鉄道網の ＪＲ北海道に対する支援についてでございますが、ＪＲ

確立」への対応を求める意見書を可決いたしました。意 北海道の経営自立に向けましては、これまでの数次の

見書では、ＪＲ上場４社による新たな基金の設置やＪＲ上 支援を行ってきた経過を踏まえ、引き続き、国が中心的

場４社の法人税を活用した支援スキームの構築など、支 な役割を果たす必要があり、ＪＲ北海道が経営自立を果

援資金確保のための抜本的な対策を求めております。踏 たすまでの間は、安全投資をはじめとする鉄道施設等

み込んだ重要な内容であります。道は、従来の提案にと の整備に対する、国からの安定的・持続的な支援が不

らわれず、道議会の意見書の方向で国に支援を求める 可欠と考えてございます。

べきではありませんか。道の提言にも盛り込むべきだと考 一方、地域におきましても、住民の最適な公共交通

えますけれども、いかがか伺います。 を確保する観点から、可能な限りの協力・支援を行うこと

加えて、意見書では「道内各地を結ぶ路線の維持を が重要であり、今後、地域の将来像を見据えた取組の

図るべく」と明記しております。地域振興を進めるうえで あり方につきまして、道と地域が一体となってさらに議論

も、ＪＲが廃線、バス転換を求めている路線も含めて鉄路 を重ねていく必要があると考えてございます。

の維持に向けた道としての取組がこれまで以上に重要と 道といたしましては、ＪＲが単独では維持困難とした線

考えますが、鉄路の維持と支援体制の拡充に向けてどう 区に対する支援につきましては、法改正までの２年間に

取り組むのか伺います。 限り、緊急的かつ臨時的な地域独自の支援として行うこ

ととしたものであり、こうした考えのもと、地域や道議会の



- 4 -（了）

質 問 要 旨 答 弁 要 旨

皆様とさらに議論を深め、地域としての協力支援につい

て、そのあり方も含め検討を進めた上で、年度内を目途と

して、国への提言を取りまとめてまいります。

【再質問】 【総合政策部長兼交通企画監】

鉄路の問題とバス路線の維持も大変困難だという問題 ただいま議論をさせていただきましたけれども、地域

を取り上げて、質問してまいりました。ＪＲ北海道の島田社 振興・地域創生におきまして、総合的な交通体系の整

長は１１月６日の新聞インタビューで、鉄道よりも代替バス 備、地域交通の確保、ネットワークの維持というのは非

やデマンド交通など、地域にとって便利な手段を選んだ 常に極めて重要な課題というふうに認識してございま

方が人口流失を止める武器になると発言しており、鉄路 す。そういった中でＪＲ北海道の島田社長から報道で、

よりも代替バスなどの方が人口減少対策になるかのような 内容については報道でしか私どもも知り得ていないとこ

驚くべき発言をしております。バス転換が人口減少対策 ろではございますけれども、あのような発言があったとい

になるというのであれば、これまで廃線した自治体は人口 うことは、十分地域について、地域の皆様方、現在様々

減少対策になったということでしょうか。決してそうではな な議論を進めている中で、あのような発言があったという

いはずです。交通企画監は島田社長の発言をどう受け ことは十分地域に対して配慮して発言すべきであると、

止めておりますか。地域振興と路線の維持を担う部長と このように考えているところでございます。

企画監の立場から伺います。

地域に配慮すべきということでありましたけれども、改

めて私からは許せない発言だというふうに感じていること

を表明させていただきたいと思います。重大な問題であり

ますので、知事に直接伺いたいと思います。


